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第１ 稼働状況について（資料１） 

１．運用管理の状況 

２．業務の所管及び利用状況 

 

第２ 住民基本台帳ネットワークに関する市町村窓口の状況について（資料２） 

１．個人番号カードの交付申請状況等 

２．各種届出の状況 
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１．運用管理の状況 

（１）運用管理の状況 

平成１４年８月の住民基本台帳ネットワークシステム運用開始からこれまでの間、重大な障害等

もなく、順調に稼働している。 

 

（２）ネットワーク 

平成３１年１月から令和元年１２月までに、不正アクセスによるネットワークへの侵入はなかっ

た。また、ネットワーク機器の故障による障害が令和元年５月、９月と１０月に各１件、合計３件あ

ったが、システムの冗長性等により通信の確保をするとともに、速やかに機器交換を行うことで、運

用上大きな支障はなかった。【別紙１】 

 

（３）事務的運用 

事務的な運用において、個人情報保護に係る問題はなかった。 

 

（４）本人確認情報の提供状況 

県サーバから提供された県民の本人確認情報の事務区分別提供件数【別紙２】 

平成３１年度  ４０，１３０件 

全国サーバ（地方公共団体情報システム機構所管）から国の行政機関等に提供された本人確認情

報の事務区分別提供件数【別紙３】 

平成３１年度 １，３５４，８０４，８６７件 

 

（５）住民基本台帳ネットワークシステムにおける個人情報保護・セキュリティ確保のための措置 

【別紙４】 

 

２．業務の所管及び利用状況 

（１）利用提供業務の所管 

住民基本台帳法別表及び山梨県住民基本台帳法施行条例に規定され、平成３１年度本県にて本人

確認情報の利用を想定している事務は２８事務である。【別紙５】 

 

（２）県業務端末における本人各情報等の利用提供状況 

県業務端末における住民票コードや４情報による本人確認情報等の利用提供件数【別紙５】 

平成３１年度 ４３，８２４件 

  

資 料 １ 

第１ 稼働状況について 



 

 

１．個人番号カードの交付申請状況等 

市町村において交付される個人番号カードの交付申請枚数等【別紙６】 

令和元年１２月３１日までの累計申請枚数 １３０，４８２枚 

（【参考】令和２年８月３１日までの申請枚数は １８４，１４１枚） 

  ※ 個人番号カードの交付は平成２８年１月から開始。住民基本台帳カードの交付は平成２７年

１２月末をもって終了。 

 

２．各種届出の状況 

市町村において届出等がなされた令和元年末までの住民票の写しの広域交付の請求等及び転出転

入の特例による届出の件数【別紙７】 

 

（１）広域交付 

○住民票の写しの広域交付：いずれの市町村においても住民票の写しの交付が受けられる。 

・交付地：他市町村に住民登録のある者が自市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和元年末まで    ８，９４６件 

・住所地：自市町村に住民登録のある者が他市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和元年末まで    ８，３７２件 

 

（２）転出転入の特例 

○転出転入の特例：引越等の際、窓口へ赴く回数が、転入先市町村の１回となる。 

・転 出：自市町村から個人番号カード（有効期間内の住基カードを含む。以下同じ）を用いた

転出届により、他市町村に転出した件数 

・・・・・令和元年末まで    ６，２３６件 

・転 入：他市町村から、転入届の特例により自市町村へ転入した件数 

・・・・・令和元年末まで    ６，６１２件 

 

（３）コンビニ交付 

  ○個人番号カードを利用して、全国のコンビニ店舗で住民票の写し等の交付が受けられる（コン

ビニ交付サービス実施団体（１３市町村）に限る）。        

・・・・・令和元年末まで  １４３，１０９件 

  

（４）自動交付機による交付 

  ○自動交付機の設置市町村で、住民票の写し等の交付が受けられる。 

・他市町村：他市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数         

・・・・・令和元年末まで      ６３３件 

・自市町村：自市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数         

・・・・・令和元年末まで  ３８５，５２３件 

資 料 ２ 

第２ 住民基本台帳ネットワークに関する市町村窓口の状況について 


